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具体的実施内容

既存事業（H21も継続） センター等事業（H21～） 当課事業（H21～）

高知県ボラン
ティア・ＮＰＯ
センターの機
能、体制の充
実

社会貢献活動を推進するための
拠点センターとして位置づけられ
ており、支援策等の実施にあたっ
ては連携が不可欠である。このた
め、センターの体制・機能の充実
を図る。

･非常勤職員の配置 （H21年度
１名配置）
（団体活動情報、助成金、活動
場所等の情報提供機能の充
実）

１名予算計上 非常勤職員配置 非常勤職員雇用継続

活動団体の活
動内容等の情
報提供

県内のＮＰＯ等の活動状況や助
成金等の活用状況を把握し、ホー
ムページ等により広く県民に公開
する。

・情報提供内容、方法等につい
ての検討
(ピッピネットのリニューアル、Ｎ
ＰＯヒロバへのリンク、県ホーム
ページとのリンク、情報収集方
法等）

ピッピネットのリニュー
アル（22.1開始予定）

ピッピネットリニューアル準備中 ・必要に応じて、活動
状況、助成金活用状
況把握のための書類
調査
・データ更新（随時）

個々の活動団
体の活動を支
援する広域的
な団体の育成

団体のネットワーク化と交流を推
進する組織の育成支援を実施す
る。

・ＮＰＯ高知市民会議、西部地
域ＮＰＯ支援ネットワークとの日
常的な連携
・東部ボランティア・ＮＰＯ交流
会に対する支援

・事業を通じての連携
（パートナーシップ事業、四
万十町における協働のまち
づくり事業、東部交流会定
例会参加、市町村職員との
意見交換会への東部交流
会巻き込み）

事業を通じての連携実施
（パートナーシップ事業、四万十
町における協働のまちづくり事
業、東部交流会定例会参加、市
町村職員との意見交換会への東
部交流会巻き込み）

事業を通じての連携

活動場所とし
て活用できる
公共施設の
データ整備と
情報提供

団体の活動拠点や活動場所とし
て使用できる公共施設等の情報
を整理し、ホームページ等により
情報提供する。

・調査対象、内容の検討（公共
遊休施設、　民間遊休施設等）
・施設情報の収集、整理

・公共施設、公共遊休
施設、民間遊休施設
等の情報収集、整理、
ＨＰ掲載
・施設情報の収集、整
理

・市町村ＮＰＯ担当窓口への調査
（公共施設、公共遊休施設、民間
遊休施設等）
・企業への調査（経営者協会か
ら）
・廃校・休校状況調査（教育委員
会）
・県有施設保有の県庁各課の調
査

・情報更新のための調
査、整理

ＮＰＯ法人に
対する県税の
優遇措置の実
施

既存の県税の優遇措置を、引き続
き実施する。

実施経過
（22年度以降）

活動基
盤の整
備

Ｈ２１支援策について（案）Ｈ２１支援策について（案）Ｈ２１支援策について（案）Ｈ２１支援策について（案）

支援策 行動計画 実施内容（計画上の記載）
具体的な実施内容（Ｈ２１年度）

具体案
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具体的実施内容

既存事業（H21も継続） センター等事業（H21～） 当課事業（H21～）

社会貢献活動
団体に対する
補助、助成等
の機会の確保

行政が行う各種の補助事業等のう
ち、NPOなど社会貢献活動団体
が実施することで事業効果が期待
されるものについては、積極的に
その対象を拡大し、社会貢献活動
団体にも補助金等の活用の機会
を確保する。

・庁内各課に対する補助等対
象拡大要請
・ＮＰＯを対象とする補助事業
等の把握、公表
・毎年度各課照会、課ＨＰや
ピッピネットに掲載。

・支援策概要、実績とりまと
め、公表
・NPOを対象とする補助事
業の取りまとめ、公表
・毎年度各課照会、課ＨＰ
やピッピネットに掲載。

・支援策概要、実績とりまとめ、公
表
・NPOを対象とする補助事業の取
りまとめ、公表
・毎年度各課照会、課ＨＰやピッ
ピネットに掲載。

左記事項毎年度実施

国、県、民間
等の助成金の
情報提供

社会貢献活動団体が活動資金を
確保するため、国、県、民間等の
助成金の情報を整理し、ホーム
ページ等により情報提供する。

・助成金情報の収集、整理
・ピッピネット等により情報提供
（（財）助成財団センター、シー
ズへのリンク検討）

・ピッピネット等により
情報提供（（財）助成財
団センター、シーズ等
助成金情報へのリンク
検討）

・各市町村助成金情
報調査、ＨＰ掲載
・県庁内助成金とりまと
めHP掲載

・センターピッピネットから助成金
情報ＨＰ（シーズ等）にリンク準備
中
・各市町村助成金情報調査
・県庁内助成金とりまとめHP掲載

助成金情報ＨＰ掲載
・市町村助成金情報、
県庁内助成金情報の
ＨＰ掲載内容の更新
・ピッピネット、当課HP
双方のリンク

融資制度、民
間寄付金制度
の研究

社会貢献活動団体が財政基盤を
強化するため、社会貢献活動団
体に対する融資制度や民間寄付
金を活用した助成の仕組みにつ
いての研究を行う。

・ＮＰＯサポートチームにおける
研究（ＮＰＯバンク等）
・他県等における制度の研究
・新たな寄付制度検討

新たな寄付制度検討 新たな寄付制度検討中
・企業の寄付啓発
　ファンド運営委員会において了
承
　企業寄付啓発実施準備中
・ハーティカードポイント寄付
　ブルーチップ了承
　ポイント交換機更新作業中

地域活動の担
い手となる人
材の発掘、育
成

地域活動の担い手の確保や後継
者の育成のため、若い世代や団
塊世代、地域のボランティア活動
者などの人材の発掘、育成を行
う。

・ボランティアガイダンスの実施
・地域づくり仕掛け人市の実施
・市町村社会福祉協議会との
連携（ボランティア募集業者と
の連携）

・センター事業（ボランティ
アガイダンス、地域づくり仕
掛け人市）の実施

・センター事業（ボランティアガイ
ダンス、地域づくり仕掛け人市）の
実施

・市町村社会福祉協議
会におけるボランティ
ア募集事業等との連
携

学校教育、社
会教育での取
組み

学校教育や社会教育の場などで
社会貢献活動についての知識の
普及を行う。

・学校教育、社会教育の場を各
機関への働きかけ
・県内各大学での公開ＮＰＯ関
係講座の実施

県内各大学で、県民
が受講できるＮＰＯ関
係講座の調査及び大
学との協議、その情報
の公開

県内各大学で、県民が受講でき
るＮＰＯ関係講座の調査実施

・講座情報更新
・社会教育等実施機関
との連携へ

ＮＰＯ運営関
係の各種講座
の実施

ＮＰＯ法人の運営に必要な知識等
を学ぶ機会として各種講座を開催
する。

・NPO実務講座、ＮＰＯ経営塾
等の開催

センター事業（ＮＰＯ実務
講座、ＮＰＯ経営塾等の開
催）

センター事業（ＮＰＯ実務講座、Ｎ
ＰＯ経営塾等の開催）実施

具体案
（22年度以降）

具体的な実施内容（Ｈ２１年度）
実施経過行動計画 実施内容（計画上の記載）

人材育
成

財政基
盤の整
備

支援策
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具体的実施内容

既存事業（H21も継続） センター等事業（H21～） 当課事業（H21～）

高知県ボラン
ティア・ＮＰＯ
センターの情
報システム
「ピッピネット」
等による情報
交換

こうちボランティア・ＮＰＯ情報シス
テム「ピッピネット」を介した情報交
換の場を設ける。

・ピッピネットの運用

社会貢献活動
団体同士の交
流の場づくり

社会貢献活動団体同士のつなが
りや連携を深めるための交流の場
を設ける。

・ＮＰＯフォーラムの開催など センター事業（ＮＰＯフォー
ラムの開催）等

センター事業（ＮＰＯフォーラムの
開催）等実施

県民向けの効
果的・戦略的
な情報発信

ホームページや各種情報誌、マス
メディア等を利用し、若い世代や
団塊の世代など幅広い年齢層の
県民に対し、社会貢献活動につ
いての理解を深めるための普及
啓発を行う。

高知新聞社への掲載事業の実
施

・センター事業（高知
新聞社への掲載事業
の実施）等

県ＨＰの充実（事業実
施内容等）による積極
的なＰＲ。積極的なマ
スコミの巻き込み。

・高知新聞ＮＰＯ紹介随時掲載予
定
・ＲＫＣラジオ　１回/週「がんば
れ！高知のＮＰＯ」放送中（セン
ター）
・県ＨＰの充実（事業実施内容等）
による積極的なＰＲ。積極的なマ
スコミの巻き込み。

セミナー、シン
ポジウム、体験
学習等の実施

県民対象のセミナー、シンポジウ
ム、体験学習の機会などを設け、
県民の社会貢献活動についての
理解を深める。

こうちＮＰＯフォーラム、地域づ
くり仕掛け人市、ボランティア
フェスティバル、ボランティアガ
イダンス等の実施

・センター事業において実
施（こうちNPOフォーラム、
地域づくり仕掛け人市、ボ
ランティアフェスティバル、
ボランティアガイダンス等）

学習機
会の創
出

大学等のＮＰ
Ｏ関係講座の
活用

大学等のＮＰＯ関係講座の活用 ・県民が受講できるＮＰＯ関係
講座の調査
・大学等への協力打診

・ＮＰＯ関係講座の調
査
・大学等への協力打
診

・ＮＰＯ関係講座の調査 聴講に向けての県民
への積極的なＰＲ

市町村と社会
貢献活動団体
との協働推進
のための支援

市町村と社会貢献活動団体との
協働推進のため、他地域での連
携事例の紹介や情報交換を行う
ための意見交換会の開催や、協
働を目指して地域のさまざまな主
体が協議する場を設けるなど、市
町村に対する支援を通じた連携を
図る。

・市町村職員との意見交換会
の実施
・市町村と社会貢献活動団体と
の協働事例創出支援
・こうち人づくり広域連合などと
の連携により、協働事例紹介な
どを通じた研修の実施

・市町村職員との意見交換
会の実施
　
・こうち人づくり広域連合な
どとの連携により、協働事
例紹介などを通じた研修の
実施（新採用市町村職員
研修での協働についての
講義枠確保実施等）

・市町村と社会貢献活
動団体との協働事例
創出支援（四万十町
モデル事業やその他
例示できる協働事例
等をHP掲載や各市町
村へのメール発信）

・市町村職員との意見交換会実
施
・市町村と社会貢献活動団体との
協働事例創出支援（四万十町モ
デル事業やその他例示できる協
働事例等をHP掲載や各市町村
へのメール発信）

地域支援企画
員を中心とし
た連携

それぞれの地域で活動している地
域支援企画員が中心となり、市町
村との連携を進める。

・各地域の地域支援企画員に
よる市町村との連携

・市町村職員との意見
交換会への関わりや
市町村とNPOとの協働
事例提供依頼、その
他随時各支援員への
情報メール発信実施。

・市町村職員との意見交換会へ
の関わり
・随時各支援員への情報メール
発信実施。

実施内容（計画上の記載）
具体的な実施内容（Ｈ２１年度）

支援策 行動計画

団体相
互の交
流連携

市町村
との連
携

県民へ
の普及
啓発

ピッピネットの運用

実施経過具体案
（22年度以降）

3



具体的実施内容

既存事業（H21も継続） センター等事業（H21～） 当課事業（H21～）

事業者（企業）
と社会貢献活
動団体との交
流の場づくり

事業者（企業）と社会貢献活動団
体との交流を進めるため、高知県
ボランティア・ＮＰＯセンターが中
心になって行ってきた「企業・ＮＰ
Ｏパートナーシップ委員会」を継
続実施し、双方交流の場を定期
的に開催する。

・企業、ＮＰＯパートナーシップ
委員会の継続実施

センター事業（企業・ＮＰＯ
パートナーシップ委員会の
実施）等

センター事業（企業・ＮＰＯパート
ナーシップ委員会の実施）等

事業者（企業）
の社会貢献活
動推進のため
の仕組みの検
討

事業者（企業）の社会貢献活動を
県内で一体的に推進するため、経
営者レベルが参画する事業者（企
業）の社会貢献活動の推進主体と
なる組織やその仕組みについて
検討する。

・「企業・ＮＰＯパートナーシップ
委員会」において、組織、仕組
み等について検討。

・「企業・ＮＰＯパート
ナーシップ委員会」へ
の参加により、組織、
仕組み等について検
討。

・「企業・ＮＰＯパートナーシップ委
員会」への参加により、組織、仕
組み等について検討。
・「公益信託こうち地域社会づくり
ファンド」への企業からの寄付制
度の検討。

・「企業・ＮＰＯパート
ナーシップ委員会」へ
の参加により、組織、
仕組み等について検
討。
・推進会議において検
討。

大学との連携

社会貢献活動の推進に関して、
大学での公開講座の開催や社会
貢献活動の評価に関する研究を
行うために、県内の大学との間で
協定を結ぶなど相互の協力関係
を構築する。

・協定事項の検討・抽出 ・協定事項の抽出
・協定締結

社会貢献活動
の質的評価に
ついての研究

社会貢献活動を評価する仕組み
として、その質的評価の指標につ
いて、県、大学、NPO等で研究を
行う。

・質的評価に向けての情報収
集・検討

・質的評価に向けての
情報収集・検討

今後の進め方について検討 ・研究会を立ち上げ
る。
・質的評価に向けての
情報収集
・検討・評価指標の研
究、まとめ

中間支
援組織
との連
携

県民への普及
啓発、情報提
供等における
連携

社会貢献活動に対する支援を効
果的に推進するため、中間支援
組織（高知県ボランティア・ＮＰＯ
センター、特定非営利活動法人Ｎ
ＰＯ高知市民会議など）と連携す
る。

・支援策の推進に当たっての日
常的な連携

職員の
協働に
対する
理解の
促進

県職員のため
の研修等の実
施

ＮＰＯに対する県職員の理解を深
めるため、県内のＮＰＯへの職員
の短期派遣研修や団体の活動情
報の提供、協働事例の紹介等を
実施する。

・県職員のＮＰＯ短期派遣研修
の実施
・市町村職員との意見交換会
への参加

・県職員のＮＰＯ短期派遣
研修の実施

・職員能力開発セン
ター研修カリキュラム
への組み入れ要請
（県職員短期派遣研
修の移行やチーフ研
修、課長補佐研修等）

・県職員のＮＰＯ短期派遣研修の
実施
・職員能力開発センター研修カリ
キュラムへの組み入れ要請（県職
員短期派遣研修の移行やチーフ
研修、課長補佐研修等）

大学等
教育機
関との
連携

支援策

事業者
（企業）
との連
携

行動計画

・支援策の推進に当たっての日常的な連携

実施内容（計画上の記載） 具体案
具体的な実施内容（Ｈ２１年度）

実施経過
（22年度以降）
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具体的実施内容

既存事業（H21も継続） センター等事業（H21～） 当課事業（H21～）

市町村職員の
ための研修等
の実施

地域の課題解決力（地域力）を高
めるためには、市町村が果たす役
割が重要になってくることから、市
町村職員に対し、地域支援企画
員による他地域での先進事例の
紹介や、ＮＰＯをはじめとする社会
貢献活動団体との連携・協働の必
要性について理解を深めるため
の研修等を実施する。

・市町村職員との意見交換会
の開催
・こうち人づくり広域連合への協
力打診

・市町村職員との意見交換
会の実施
　
・こうち人づくり広域連合な
どとの連携により、協働事
例紹介などを通じた研修の
実施（新採用市町村職員
研修での協働についての
講義枠確保実施等）

・市町村と社会貢献活
動団体との協働事例
創出支援（四万十町
モデル事業やその他
例示できる協働事例
等をHP掲載や各市町
村へのメール発信）

・市町村職員との意見交換会の
実施
・市町村と社会貢献活動団体との
協働事例創出支援（四万十町モ
デル事業やその他例示できる協
働事例等）をHP掲載や各市町村
へのメール発信準備中
・こうち人づくり広域連合などとの
連携により、協働事例紹介などを
通じた研修の実施（新採用市町
村職員研修での協働についての
講義枠確保し、今年度も実施）

・市町村とＮＰＯの協働
推進支援事業実施（市
町村職員との意見交
換会拡充事業）
・東部、中部、西部３地
域のメーリングリスト（Ｎ
ＰＯ、市町村、県で構
成）を作成し、情報交
換や情報提供を行な
う。

協働サポー
ターの機能強
化

平成１９年度に県庁内に設置した
「協働サポーター」について、庁内
や社会貢献活動団体に対する周
知を行うとともに、協働サポーター
による全庁的な協働推進体制を
強化する。

・協働サポーターとの意見交換
会の実施

協働サポーターとの意見交
換会の実施

・社会貢献活動支援
推進会議へのオブ
ザーバー的参加
・意見交換会の実施

・社会貢献活動支援推進会議へ
のオブザーバー的参加

社会貢献活動
団体と各主体
とのパートナー
シップづくり

県、市町村、事業者（企業）、県
民、社会貢献活動団体などさまざ
まな主体が、課題解決のために連
携し、協議等を行う場（プラット
フォーム）を設ける。

社会貢献活動
団体と各主体
との協働事例
の創出

①の「プラットフォーム」における協
議検討を踏まえて、さまざまな主
体が役割を担う協働事例を創出
する。

政策等検討段
階での参画機
会の創出

県の政策決定過程においては、
「プラットフォーム」の事例に準じ、
社会貢献活動団体などが関わる
機会を持つような仕組みの検討を
行う。

・県の審議会、協議会等の委員
にＮＰＯ関係者を含めるよう要
請

・県の審議会、協議会等の
委員に占めるＮＰＯ関係者
数の調査実施

・県の審議会、協議会
等の委員に占めるＮＰ
Ｏ関係者数の調査実
施

・県の審議会、協議会等の委員に
占めるＮＰＯ関係者数の調査実
施

・県の審議会、協議会
等の委員にＮＰＯ関係
者を含めるよう要請

協働に
関する
情報提
供

地域力向上に
つながる先進
事例の情報提
供

さまざまな主体の連携により生み
出された協働事例については、
「新たな公共」領域の創出である
ため、地域力を高めるためのモデ
ルとして、あらゆる機会を捉えて情
報提供を行う。

・各種研修会や意見交換会等
での情報提供・ホームページや
各種情報誌・マスメディア等の
利用による効果的な情報発信

・各種研修会や意見交換
会等での情報提供・ホーム
ページや各種情報誌・マス
メディア等の利用による効
果的な情報発信

・各種研修会や意見
交換会等での情報提
供・ホームページや各
種情報誌・マスメディ
ア等の利用による効果
的な情報発信
・各市町村NPO担当
課へのメール等による
情報提供

・毎月市町村にメール送信してい
る「認証ＮＰＯ法人のお知らせ」に
他の情報も併せて掲載。

支援策 行動計画 実施内容（計画上の記載）

相互理
解によ
る協働
の促進

職員の
協働に
対する
理解の
促進

・NPOとのパートナー
シップ事業の実施によ
り、協働事例創出
・公益信託こうちＮＰＯ
地域社会づくりファン
ドの「行政との協働助
成」実施により、市町
村とＮＰＯの協働を推
進する。

・NPOとのパートナーシップ事
業の実施により、協働事例創出
・公益信託こうちＮＰＯ地域社
会づくりファンドの「行政との協
働助成」実施により、市町村とＮ
ＰＯの協働を推進する。
・他課が実施する事業に対する
協力

実施経過
（22年度以降）

・NPOとのパートナーシップ事業
の実施により、協働事例創出実施
中
・公益信託こうちＮＰＯ地域社会
づくりファンドの「行政との協働助
成」実施により、市町村とＮＰＯの
協働事業実施中

具体案
具体的な実施内容（Ｈ２１年度）

5


